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注 記 事 項
（重要な会計方針）
１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準
下記を除き、期間進行基準を採用している。
退職一時金に充当される運営費交付金 ・・・・・費用進行基準
プロジェクト研究等の一部に充当される運営費交付金 ・・・・・業務達成基準
文部科学省が指定する特別運営費交付金、特殊要因運営
費交付金及び補正予算として措置される運営費交付金の
一部

・・・・・文部科学省が指定する業務
達成基準又は費用進行基準

２．減価償却の会計処理方法
\ 有形固定資産
有形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用している。
耐用年数については、法人税法に基づく耐用年数を採用、受託研究等収入により購入した償却
資産については、当該受託研究等期間を耐用年数としているが、主な資産の耐用年数は以下のと
おりである。
建物 ２年～50年
構築物 ２年～58年
工具器具備品 ２年～20年
車両運搬具 ２年～６年
また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第84）及び資産除去債務に対応する特定の除去
費用等（国立大学法人会計基準第89）の減価償却相当額については損益外減価償却累計額として、
減損損失相当額については損益外減損損失累計額として、資本剰余金から控除して表示している。

] 無形固定資産
無形固定資産の減価償却の方法については、定額法を採用している。
なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づい
ている。

３．引当金の計上基準
\ 附属病院の診療債権に係る徴収不能引当金
附属病院における診療債権の徴収不能による損失に備えるため、一般債権については徴収不能
実績率により、徴収不能懸念債権等の特定の債権については個別に徴収可能性を検討し、徴収不
能見込額を計上している。

] 賞与引当金
賞与引当金は、翌期以降の運営費交付金により財源措置されない教職員への賞与の支払いに備
えるため、当該教職員に対する賞与支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上している。
翌期以降の運営費交付金により財源措置される教職員については、賞与引当金は計上していない。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当事業年度末
の引当外賞与見積額から前事業年度末の同見積額を控除した額を計上している。

^ 退職給付引当金
運営費交付金以外の財源で措置される退職給付に備えるため、当事業年度末における自己都合
要支給額を計上している。運営費交付金で財源措置される教職員については、退職給付引当金は
計上していない。
なお、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、会計基準
第86第４項に基づき算出された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上している。

４．有価証券の評価基準及び評価方法
満期保有目的の債券
償却原価法（定額法）としている。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法
貯蔵品 最終仕入原価法
医薬品、診療材料 移動平均法による低価法（ただし、当分の間、評価方法は最終仕入原価法に

よる。）
６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理
している。
７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
\ 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法
無償使用の土地については、使用財産の相続税評価額に10年利付政府保証債の平成25年３月末
利回りを参考に0•560％及び使用貸借面積を乗じて計算している。
また、合同宿舎については、近隣の地代や賃貸料等を参考にしている。物品については、当期
年間減価償却費相当額を計上している。

] 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率
10年利付政府保証債の平成25年３月末利回りを参考に0•560％で計算している。

８．リース取引の会計処理
リース総額が3¶000千円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方

法に準じた会計処理によっている。
リース総額が3¶000千円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理によっている。
９．消費税等の会計処理
消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式による。

（貸借対照表関係）
１．退職給付引当金
運営費交付金で財源措置される職員については、退職給付引当金は計上していない。
運営費交付金から充当されるべき退職給付引当金の見積額 10¶157¶916千円

２．賞与引当金
翌期以降の運営費交付金により財源措置される教職員については、賞与引当金は計上していない。
当期の運営費交付金により財源措置が手当されない引当外賞与見積額 557¶005千円

３．保証債務
独立行政法人国立大学財務・経営センターが国立学校特別会計から承継した借入金に対して行っ
ている債務保証の額 2¶070¶018千円
４．担保提供資産及び担保付債務
担保に提供している資産は次のとおり
土地 5¶408¶868千円
担保付債務は次のとおり
長期借入金 6¶812¶336千円

５．減損処理
\ 減損を認識した資産
・資産の種類：建物
・名称：構内宿舎^

・用途：福利厚生施設
・場所：大分県大分市
・減損前帳簿価額：38¶856千円
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